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彩の国さいたま・政策データファイル
•当広域連合の構成団体が平成23年中に議決した条例及び実施あるいは制度化した事業等のうち、特徴的な
ものを掲載しました(議決または制度化された月の順)。

•以下の情報は、各構成団体のホームページに掲載されている範囲の情報を当広域連合の政策研究担当が調
査し、当誌編集委員会が選定したものです。

•平成23年に新設・廃止された全ての条例データは当広域連合のホームページで御覧いただけます。

団体名 形式 月 タイトル 内容

被災者支援に関する政策

草加市 条例 6 草加市被災者支援
基金条例

•大規模災害の被災者支援に要する費用の積立
•寄附金その他を原資とする

久喜市 条例 6 久喜市東日本大震災
被災者支援基金条例 •被災者支援事業に充当

三郷市 条例 9 三郷市被災者支援
がんばろう基金条例 •被災者支援事業に充当

温暖化対策等に関する政策

所沢市 条例 3 所沢市温暖化対策
基金条例 •市有設備の温暖化対策事業の財源

埼玉県 計画 4
ストップ温暖化・埼
玉県庁率先実行プラ
ンの策定

•平成26年度までに17年度比18％削減
•目標設定型排出量取引制度の活用、エコオフィス化改修事業及
び次世代自動車の導入など

嵐山町 条例 6
緑と清流・オオムラ
サキが舞う嵐山町
ストップ温暖化条例

•嵐山町エコシステムの構築、地産地消の推進、再生エネルギー
の活用等

•ストップ温暖化推進委員会の設置

行田市 条例 9 行田市地球温暖対策
基金条例

•地球温暖化対策事業に充てる
•平成27年3月31日失効

住民参加に関する新たな取組

所沢市 条例 3 所沢市自治基本条例

•市民には安全安心に生活する権利、知る権利、市政過程に参加
する権利

•市長には職員の能力向上を図る責務
•職員には知識、技能等の向上に努める責務
•市民等、市長は子どもが市政に参加できるよう工夫
•住民投票に関する規定

三芳町 制度 4 政策研究所市民研究
員募集

•職員、市民研究員、アドバイザーの9人でチーム
•3テーマ各3人を公募

白岡町 条例 6 白岡町自治基本条例

•町民にまちづくりに参画する権利、知る権利、学習する権利
•行政、町長、職員の責務
•地域自治組織の役割重視
•次世代を担うこどもへの配慮と参画促進
•住民投票の実施

加須市 条例 9 加須市協働による
まちづくり条例

•対等原則、情報共有原則、目標共有原則
•まちづくり市民会議、地縁組織、志縁組織
•市民活動拠点施設の整備、協働パートナー登録制度

和光市 制度 10 常設型住民投票制度の創設

•有権者の1/6以上の署名なら議決不要
•市の運営上特に重要な事項を対象
•税の賦課徴収に関するもの等は除く
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団体名 形式 月 タイトル 内容
都市ブランド、シティプロモーションや産業振興等に関する政策

戸田市 条例 2 戸田市中小企業振興
条例

•市の責務、中小企業の責務、大企業の役割、市民の理解と協力
•中小企業振興会議(15人以内)の設置

熊谷市 条例 3 熊谷市スポーツ振興
まちづくり条例

•スポーツ施設の整備、スポーツ財産の活用、スポーツ選手の育
成等の規定

鴻巣市 条例 9 鴻巣市企業誘致条例 •施設設置奨励金、雇用促進奨励金、上水道加入金相当額奨励金、
太陽光発電設備設置奨励金など

さいたま市 組織 10「さいたまスポーツコミッション」スタート •スポーツイベントの誘致と開催支援で地域活性化

久喜市 条例 10 久喜市都市宣言検討委員会条例 •公募市民、各種団体代表者、学識経験者から10人以内

まちづくりに関する新たな取組

八潮市 条例 6
八潮市みんなでつく
る美しいまちづくり
条例

•まちづくり推進会議
•まちづくり計画、駅協議会、共生地区及び推進地区等の参加と
協働の仕組み

•開発事業に伴う手続き及び土地利用に関する基準等
•建築協定及び建築確認申請等に先立つ事前協議
•緑地の保全及び緑化の推進
•景観計画

所沢市 条例 9 ふるさと所沢のみど
りを守り育てる条例

•緑の基本計画の策定、里山保全地域の指定、保存樹木等の指定
•緑化重点地区計画、みどりのパートナーの登録、緑の審議会

子育て支援に関する新たな取組

滑川町 助成 4 給食費の無償化 •保育園、幼稚園、小中学校の給食費
•町外への通園通学も対象

志木市 制度 11 県内初、保育ママ・ステーション
•小学校の空き教室を利用
•0～ 2歳児、12人定員、月額3万円

吉川市 制度 11 駅前保育所から送迎
•駅前保育所で預かり、所定の保育所で保育し、再度駅前保育所
で引き渡し

•平成24年度から運用
基本構想または総合振興計画に関する条例

宮代町 条例 9 宮代町総合計画の
議決に関する条例

•宮代町まちづくり条例に基づく計画を総合計画という
•制定、変更には議会の議決を要す

白岡町 条例 9 白岡町の基本構想の
策定等に関する条例

•町は基本構想を策定しなければいけない
•策定、変更には議会の議決を要する

新たな政策課題に関する条例

埼玉県 条例 3 埼玉県グローバル
人材育成基金条例

•一般会計から積立
•平成29年3月31日失効

埼玉県 条例 3 埼玉県暴力団排除条
例

•特定施設200ｍ以内での暴力団事務所の開設又は運営の禁止
•暴力団員等への利益供与等の禁止
•義務違反者への説明等要求、勧告、公表、中止命令、罰則の適
用

さいたま市 条例 3

さいたま市誰もが共
に暮らすための障害
者の権利の擁護等に
関する条例

•市長は障害者総合支援計画を策定
•障害者の権利の擁護に関する委員会、自立支援協議会の設置
•障害に関する差別の解消規定
•障害者に対する虐待の防止規定

深谷市 条例 3 深谷市医師育成奨学
金貸与条例

•貸与額は年額360万円以内（６年間まで）
•市内病院で貸与期間の3分の5以上勤務すると返還免除

深谷市 条例 3 深谷市後期研修医研
修資金貸与条例

•貸与額は月額20万円以内
•市内病院で貸与期間の3分の5以上勤務すると返還免除

埼玉県 条例 12
埼玉県自転車の安全
な利用の促進に関す
る条例

•県及び学校による自転車交通安全教育の実施、自転車小売業者
による自転車購入者への助言

•知事が安全教育や啓発活動を行う自転車安全利用指導員を委嘱
•毎月10日を自転車安全利用の日

富士見市 条例 12 富士見市健全な財政運営に関する条例

•市長は財源の根拠をもって総合計画を策定しなければならない
•市長は中期財政計画及び財政運営判断指標等を策定し、議会に
報告、公表しなければならない


